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これまでのテレワークへの弊社取り組み

出社率の変化
Beforeコロナ

働き方改革
Withコロナ
緊急事態宣言 Afterコロナ働き方改革以前
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出社/テレワーク
を組み合わせた

ハイブリッドワーク

新たな働き方へ

出社/テレワークを組み合わせたハイブリッドワークの実践
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新しいテレワーク環境に対する考え方

 お客様との関係を最優先にオフィスと在宅の二者択一ではなく、仕事の都合に合わせて
「いつでも・どこでも・誰とでも」働けるような環境を構築。
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お客様

いつでも
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どこでも

自宅

個室型
ワークスペース

「営業生産性向上」
「従業員の働きやすさ」
「コンプライアンス」

の並立を目指して

グループ会社
オフィス
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豊洲センター
オフィス

サテライト
オフィス

レンタル
オフィス

「いつでも・どこでも・誰とでも」働ける環境
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「いつでも・どこでも・誰とでも」働ける環境 を阻害する要因
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弊社のお客様からお聞きした実態とお困りごと

自社だけデジタル化しても結局取引先とのやり取りは紙。
紙と電子が混在すると不便だから業務は紙で回っている…

ツールやシステムはいろいろ導入したもののそれぞれの親和性が低く
人が何度も転記したり読み替えたりしてつないでいる…

業務に必要な情報が散在し、チームでの共有もできていない。
担当者の経験やスキルに依存し、業務が属人化…

結局紙がなくならない

システム間のやりとりに人手が介在

情報の散在と業務の属人化
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新しい働き方を実現する新クラウドサービス「FUJIFILM IWpro」
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「人と人を情報がつなぐ」働き方をFUJIFILM IWproが実現
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クラウド上でお客様の利用システムをつなぎ、情報を集約する統合環境を提供

FUJIFILM IWpro

2023年連携サービス︓リリース時国内外サービス連携15サービス（kintone、Salesforce、DocuSign、Box、Dropbox、Google ドライブ、SharePoint、OneDrive他）
Google ドライブは Google LLCの商標です。

紙・電子
さまざまな媒体の

情報を一元化

人と情報が集まる
協働の場

さまざまなクラウド
サービスとの連携強化

既存システムをつなぎ
業務プロセスを共有

15
リリース時

国内外
サービス連携
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